
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

別　紙

％

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

120,026,185                                                              

うち、先駆的事業 1,552,300           

16,200             

152,280              2,803,380           

-                       

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

21,359,224          

16,200               

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

都道府県 市町村 合計

-                       3,564,704           

事業名（事業メニュー）

3,564,704         

30                    ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

187,451,624                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

33                    

-                       31,252,957          31,252,957       

2,955,660         

8,002,793           9,555,093         

62,531,704                                                                

-                       -                     

62,531,704       合計

3,382,959           

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

24,742,183       

3,551,439         58,980,265       

-                       -                       

67,425,439                                                                

-                     

％

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

52,976,611                                                                

33                                                                   

30                                                                   

％支出等割合



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

県

31,252,957

管内市町村 8

15

対象人員数
（報酬引上げ）

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県 0

人

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、栗東市、高島市

管内市町村 18,860

18

大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草津市、守山市、甲賀市、野洲市、東近江市、日野町、竜王町

県

人日

事業実施自治体

人

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

事業実施自治体

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人日

人

人日

追加的総業務量（総時間）

人日



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

- 3,551,439 3,587,000 3,587,000 - 

1,552,300 1,552,300

交付金等対象経費

3,551,439 

1,553,000

312,000 279,407 279,407

1,552,000 1,552,000 1,551,252 1,551,252

312,000

17,000 17,000 16,200 16,200

153,000 153,000 152,280 152,280
①消費生活相談員等スキルアップ研修の開催
②県域での消費者被害防止・消費者教育ワーキングチーム事業

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費

①地域の若者を巻き込んだ消費者教育推進事業
②子どもたちへの消費者教育推進事業

- - 

①専門家を活用した困難事案対応事業

①高齢者専門紙消費生活情報広告事業
②高齢者宅訪問啓発事業
③消費者教育支援事業
④事業者に向けた消費者教育推進事業
⑤対象ごとの消費者啓発事業

①消費者月間講演会の開催（消費者団体と連携して実施）
②団体との協定に基づく高齢者に向けた啓発事業
　（団体と連携した見守り事業）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

1,553,000

事業経費

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業（実績）の概要交付金等対象経費

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

事業名（事業メニュー）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

対象経費（実績）

人日

・消費者団体との共催による講演会の実施により、連携強化を図るとともに、消費者市民社
会の概念普及につながった。
・高齢者宅等に個別宅配等を実施している団体と締結した協定に基づく啓発により、高齢
者への注意喚起および窓口周知を図れた。

・学童を中心とした出前講座を実施することで、子どもたちの学び場における消費者教育の
推進が図れた。
・若年層自らが、若年層の視点を生かした啓発品等を作成することで、消費者教育の効果
的な推進が図れた。

講師謝金、費用弁償、会場使用料、資料代等、啓発物品等作成費

年間研修総日数

消費生活相談体制の不十分な町などにおける困難事案の対応に、弁護士等の専門家が
関わり、解決に向けた支援を行うことで相談体制の水準向上が図れた。

事業強化・機能強化の成果

啓発物品等作成費、講師謝金、費用弁償、広告料、ボランティア保険料、会場使用料

人日

・団体と連携した高齢者宅個別訪問による啓発や、機関誌を活用した広報により、被害の
未然防止、掘り起こし、窓口周知を図れた。
・小学校における補助教材を作成し配布することで、消費者教育の推進が図れた。
・事業者を対象とした研修を開催することで、事業者に消費者教育・消費者市民社会等に
ついて周知を図れた。
・県内のコンビニエンスストアにおいて特殊詐欺被害防止に向けた啓発ポップを設置するこ
とで、広く注意喚起を行えた。
・イベントにおいて消費者市民社会やエシカル消費に関したブースを出展することで、消費
者市民社会等の概念普及を図れた。

人

事業計画

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

県および市町の消費者行政担当者、消費生活相談員対象とした研修を開催したことや、県
内の消費生活相談員等が県域での課題を共有し、効果的な啓発や消費者教育の有り方に
ついて調査研究を行い、各地域における業務にフィードバックすることで、県全体の相談ス
キルの向上が図れた。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

実績

年間研修総日数

広告料、啓発物品作成費、教材作成費、講師謝金、費用弁償、会場使用料、資料代等

自治体参加型

参加希望者数

講師謝金、費用弁償、役務費

人

人

人日

参加者数

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 弁護士等報償費、費用弁償

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

法人募集型

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

人日 年間研修総日数

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）
⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

研修参加・受入

実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、
高島市、東近江市、米原市、日野町

大津市、近江八幡市

32,919,000 

事業経費

1,892,950 1,659,356

事業の実績

交付金等対象経費

高島市

大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草津市、栗東市、野洲市、湖南市、高島市、東近江
市、米原市

29年度
本予算

5,766

事業経費

交付金等対象経費

16,000

基金
（交付金相当分）

基金
（交付金相当分）

1,718,000

13,000 6,632

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

15,000

5,030,420

1,303,580

92,430,347 29,949,265 25,154,000 3,877,000 25,154,000 3,877,000 

2,919,840

8,036,0008,036,000

5,475,144

813,000

5,163,000

6,322,57312,649,449

2,163,674 833,911大津市、長浜市、草津市、野洲市 2,356,000

3,877,000

1,411,000

932,000

15,985,3513,877,000 61,651,171

1,610,000

724,803

13,676,000 15,368,000

1,499,8003,206,000

大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、
高島市、東近江市、米原市、日野町、竜王町、愛荘町、豊郷町、甲良町、多賀町

11,390,606

6,685,000 5,828,00013,345,000

82,745,000 

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

31,000

実施市町村

1,965,000

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、高島市、
東近江市、日野町、竜王町 50,608,000

8,002,793 8,002,793



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

各種講座・セミナー・啓発活動・啓発イベント、出前講座等の実施、消費者教育教材や啓発冊子等の作成・配付、消費者教育のあり方検討、市独自の消費者条例の制定と周
知等により、消費者啓発および消費者教育事業がより充実し、消費者被害の未然防止や、消費者教育の浸透が図れた。

円

円

困難案件等について弁護士等専門家の助言を得ることにより、相談案件の解決につながり、また、相談員の質の向上が図れた。

3,877,000                       

交付金相当分

うち管内の市町村合計

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

事業強化・機能強化の成果の概要

55,103,265            

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

相談員および消費者行政担当職員の研修参加を支援することで、レベルアップが図れた。⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

円

平成21年度以降強化した相談体制の維持、相談員の報酬額増等による相談員処遇の改善。

3,877,000                       58,654,704            

事業名（事業メニュー）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

3,551,439              

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

学校での消費者教育のため教員への研修を開催し、専門知識の取得や指導技術を向上を図れた。
子ども・保護者・地域に対する体験型消費者教育プログラムのモデル事業の実施と教員に対する消費者教育研修会の実施により消費者教育を推進することができた。
既存団体と連携し、モデル地区における消費者被害対策の検討することで、見守り活動の必要性を確認いただき、今後の課題を認識することができた。

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

消費者団体との協働による講演会等の実施、消費者団体の消費者教育啓発活動等の支援、庁内ネットワークにおける研修等により、消費者問題解決に向けた多様な主体と
の連携強化が図れた。

-                                   

円

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

消費者教育や消費者講座に必要な貸出用参考図書等の整備



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

131,048,618     

-                    

円

円

円9,555,093             

8,002,793

円

62,531,704           

-                         

4,747,310 円 1,552,300

円 円

円

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

198,157,682     

うち先駆的事業

67,109,064       

うち先駆的事業

円

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） -                       人

人

4,747,310        

人

％

61,045,920          

人

人

円

124,919,920        

124,919,920          

円

49.1 ％うち管内市町村

うち交付金等対象経費

円円

3,551,439             円

-6,128,698        

-8,104,849        

円

-                     

-2,714,561        

円

62,741,185        

8,002,793          

-11,317,849      

円

円

-3,213,000        

-3,195,010        

対前年度差

うち交付金等対象外経費

円

-10,706,058      円

67,087,000

円

円

58,980,265           

-                     

-                     

-2,915,698        

円

円

円

-360,887           

円

4,807,783          

-360,887           

円

33.4

うち管内市町村

円

円

円

-4,577,360        

3,527,489          

円

-6,266,000        

円

円

611,791            

円

円

円うち都道府県

円

円

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

63,961,618うち交付金相当分取崩対象外経費

①都道府県の消費者行政決算見込み額 78,743,288       

うち都道府県 5.3

円

-                     

67,425,439           70,140,000          

61,045,920

119,414,394     

31,252,95731,613,844 円

対平成２０年度差

11,656,288

円

前年度平成２０年度

120,026,185          円 円

円

円 円

円

円

円 63,874,000

円

70,140,000

今年度

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

うち交付金等対象経費

187,451,624          

円

円円55,452,776

円

57,285,000          

円

うち交付金等対象外経費

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち交付金等対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 127,425,000        円

うち交付金等対象経費

円

％

63,874,000          

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                       

うち管内市町村

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

57,285,000 円

31,613,844       

円円

円

127,425,000        -2,505,080        

31,252,957           円

円

円

円

60,026,624        

3,760,920          

円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

相談員の研修参加を支援②研修参加支援

③就労環境の向上

処遇改善の取組 具体的内容

人

人

円

相談員総数 11

円

今年度末実績

今年度末実績

人

前年度末 11 人相談員総数

人

今年度末実績 相談員総数 11

相談員総数

人

相談員総数

④その他

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末

前年度末

①報酬の向上

3,877,000                             

設置当初の基金残高（交付金相当分） 250,000,000                          

人 今年度末実績相談員総数

消費生活相談員の配置

4,808                                   

相談員総数 11

相談員総数うち定数内の相談員

人

前年度末

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

3,021,101                             

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

円

前年度末の基金残高（交付金相当分） 6,893,293                             

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

④その他

②研修参加支援

①報酬の向上

執務室内の設備の充実等による執務環境の改善（大津市、長浜市、草津市）

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上

報酬・賃金の引き上げ（大津市、彦根市、長浜市、草津市、守山市、栗東市、高島市）

相談員・行政職員の研修参加を支援（大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、高島市、東近江市、米原市、日野町）

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 31前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 33

人 今年度末実績うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 29前年度末

消費生活相談員の配置

相談員総数

今年度末実績

人前年度末 相談員総数

人

人相談員総数

3 人

相談員総数30 人

2


